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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記（１）～（５）のステップから成るタイヤのユニホーミティを改善するための方法
：
（１）タイヤのグリーンタイヤラジアルランアウトのモデルを作るため、タイヤのサンプ
ルセットからデータを集め、
（２）サブステップとして、少なくとも一つの成形ステップの変動を有するタイヤのサン
プルセットを作り、変動を記録し、グリーンタイヤのラジアルランアウト値を測定し、タ
イヤのラジアルランアウト測定値の少なくとも１つの高調波を抽出し、
（３）グリーンタイヤ・ラジアルランアウトへの寄与度に対応するベクトル和としての前
記少なくとも１つの高調波のベクトル式を誘き、
（４）上記ベクトル式から一組のベクトル係数を決定し、
（５）上記ベクトル式およびベクトル係数をその後に造るタイヤの成形ステップに適用し
て、グリーンタイヤ・ラジアルランアウトの少なくとも一つの高調波が最適化されたタイ
ヤとする。
【請求項２】
　タイヤのラジアルランアウトのモデルを作るため、タイヤのサンプルセットからデータ
を集める段階（１）が下記（1a）～（1ｌ）から成る請求項1に記載のタイヤのユニホーミ
ティを改善するための方法：
（1ａ）カーカス成形ドラムの識別記号を記録し、
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（1ｂ）タイヤカーカスを造り、
（1ｃ）成形ドラム上に載せる時のカーカスの角度を記録し、
（1ｄ）タイヤカーカスを膨張させ、カーカスのラジアルランアウト値を測定し、
（1ｅ）タイヤ頂部成形ドラムの識別記号を記録し、
（1ｆ）タイヤ頂部成形ドラム上に載せるタイヤ頂部の角度を記録し、
（1ｇ）タイヤ頂部を造り、
（1ｈ）タイヤ頂部のラジアルランアウト値を測定し、
（1ｉ）移送リングの識別記号を記録し、
（1ｊ）タイヤ頂部成形ドラムからタイヤ頂部を膨張したタイヤカーカス上へ移し、
（1ｋ）移送リングに対するカーカスの角度を記録し、
（1ｌ）グリーンタイヤ・ラジアルランアウト値を測定する。
【請求項３】
　上記ベクトル式およびベクトル係数をその後に造るタイヤに適用するステップ（５）が
下記（ａ）～（ｇ）から成る請求項1に記載のタイヤのユニホーミティを改善するための
方法：
（ａ）第1ステップの成形ドラム上でカーカスを造り、
（ｂ）計算された最適取付け角度を基にしてカーカスを第２ステップの成形ドラム上に取
付け、
（ｃ）カーカスを膨張させ、
（ｄ）カーカスラジアルランアウトを測定し、
（ｅ）カーカス合成ベクトルを計算し、
（ｆ）タイヤ頂部を成形し、
（ｇ）タイヤ頂部合成ベクトルを計算し、
（ｈ）カーカスに対してタイヤ頂部を回転してカーカス合成ベクトルをタイヤ頂部合成ベ
クトルの反対側に配置する。
【請求項４】
　タイヤの成形の完了後かつベクトル係数のアップデート後に、グリーンタイヤ・ラジア
ルランアウトを測定する請求項３に記載のタイヤのユニホーミティを改善するための方法
。
【請求項５】
　ラジアルランアウトの第１高調波を抽出する請求項３に記載のタイヤのユニホーミティ
を改善するための方法。
【請求項６】
　ラジアルランアウトの第２～第５高調波を抽出する請求項３に記載のタイヤのユニホー
ミティを改善するための方法。
【請求項７】
　カーカスおよび頂部成形ドラムを回転させてカーカスラジアルランアウト測定値及びタ
イヤ頂部ラジアルランアウト測定値をそれぞれ得る請求項３に記載のタイヤのユニホーミ
ティを改善するための方法。
【請求項８】
　一組のベクトル係数が成形ドラムベクトルに対応する請求項１に記載のタイヤのユニホ
ーミティを改善するための方法。
【請求項９】
　一組のベクトル係数が移送リングベクトルに対応する請求項１に記載のタイヤのユニホ
ーミティを改善するための方法。
【請求項１０】
　一組のベクトル係数がベルトプライベクトルに対応する請求項１に記載のタイヤのユニ
ホーミティを改善するための方法。
【請求項１１】
　一組のベクトル係数がキャップベクトルに対応する請求項１に記載のタイヤのユニホー
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ミティを改善するための方法。
【請求項１２】
　一組のベクトル係数がトレッドベクトルに対応する請求項１に記載のタイヤのユニホー
ミティを改善するための方法。
【請求項１３】
　寄与度のための上記ベクトル係数を同時に決定する請求項１に記載のタイヤのユニホー
ミティを改善するための方法。
【請求項１４】
　グリーンタイヤ・ラジアルランアウトを、工具ベクトル、製品ベクトル、タイヤルーム
効果ベクトルおよびインターセプトベクトルのベクトル和としてモデル化する請求項３に
記載のタイヤのユニホーミティを改善するための方法。
【請求項１５】
　タイヤ頂部合成ラジアルランアウトベクトルをグリーンタイヤ・ラジアルランアウトベ
クトルとカーカス合成ベクトルとの差として計算する請求項３に記載のタイヤのユニホー
ミティを改善するための方法。
【請求項１６】
　前記グリーンタイヤ・ラジアルランアウトの少なくとも一つの高調波の最適化は、グリ
ーンタイヤ・ラジアルランアウトのレベルがゼロであることからなる請求項１に記載のタ
イヤのユニホーミティを改善するための方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は2004年11月19日出願のPCT/US2004/039021（「タイヤのユニホーミティを改善
するためのタイヤ製造方法」）の一部継続である。
　本発明はタイヤの製造方法に関するものであり、特に、グリーン（未加硫）タイヤのラ
ジアルランアウトを減らすことによってタイヤのユニホーミティを改善する方法に関する
ものである。
【背景技術】
【０００２】
　タイヤ、特にラジアルタイヤではグリーンタイヤの組立てプロセス中に入る多くの変数
によってグリーンタイヤのラジアルランアウト（ＲＲＯ）が影響を受ける。タイヤのラジ
アルランアウトが許容範囲を超えると車両に望ましくない振動が生じ、乗り心地やハンド
リングに影響が生じる。これらの理由からタイヤ製造メーカーはそのクライアントへ送ら
れる前のタイヤのラジアルランアウトのレベルを最小にしようと努力している。
【０００３】
　ラジアルランアウトを改善するのに一般に用いられている周知の方法は過剰トレッドに
対応する帯域のタイヤのトレッド表面を研磨して除去する方法である。この方法は効果的
であるが、表面外観が悪くなり、製品からトレッドゴムを除去してしまうという欠点があ
る。さらに、この方法は余分の製造ステップを必要とし、コストのかかる装置を使用する
。
　下記文献には他のアプローチが開示されている。
【特許文献１】米国特許第5,882、452号明細書
【０００４】
　この特許ではタイヤの硬化前のラジアルランアウト（ＲＲＯ）を測定し、未硬化タイヤ
がより円形になるように締付けたり、再成形する。
【０００５】
　均一性を改良するためのさらに別の方法では、硬化後のＲＲＯまたはＲＦＶに寄与する
タイヤ成形／硬化処理のファクターを、測定された硬化前のＲＲＯに対してオフセット（
相殺）する。この方法の代表的な例は下記文献に記載されている。
【特許文献２】日本国特許出願JP-1-145135号公報
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【０００６】
　この方法では複数、通常は４本のサンプルタイヤを所定の硬化金型中にセットし、各タ
イヤを一定の角度だけ回転させてタイヤ上の参照位置（例えば製品継手）と硬化金型上の
固定位置との間の角度の増加量を測定する。その後、タイヤを加硫し、合成ＲＦＶ波形を
記録する。「合成ＲＦＶ波形」という用語は波形測定器で記録した生の波形を意味する。
記録された各波形を他の波形と重ね合わせ、平均を取る。この重ね合わせは各タイヤで記
録した波形を重ねて得られる波形を各点毎に平均して行なう。加硫のエフェクトはキャン
セルされると仮定し、タイヤの成形に関連する「成形ファクター」のみを残す。同様にし
て他のタイヤサンプルセットを同じ硬化金型で加硫し、それぞれのＲＦＶ波形を得る。再
びそれぞれの波形を重ね合わせて平均化するが、ここでは各タイヤでの角度の増加量で波
形の開始位置をオフセットする。そうすることでタイヤ成形のエフェクトはキャンセルさ
れるとみなし、「加硫ファクター」のみを残す。最後に、上記の「成形ファクター」と「
加硫ファクター」とに対応する平均波形を重ね合わせる。この重ね合わせた波形群を互い
にオフセットして一つの波形の最大値を他の波形の最小値と整合させる。こうして求めた
オフセット角度を硬化金型に送る。そして、未硬化タイヤが金型に到着した時に各タイヤ
を所定のオフセット角度で金型中にセットする。この方法で硬化後のＲＦＶへの成形およ
び加硫の寄与は最小になるとしている。
【０００７】
　この方法の主たる欠点は硬化後のＲＦＶへの成形および加硫の寄与は各タイヤで等しい
という仮定にある。しかし、成形ファクターに寄与する係数は製造中に大きく変化する。
また、この方法は矛盾した仮定を含んでいる。加硫ファクターを求めるの用いる方法論で
は、硬化金型中でタイヤを回転するステップでタイヤ成形（または組立）ファクターがキ
ャンセルされるとの仮定をしている。しかし、この仮定が有効なのは硬化前のＲＲＯの寄
与度が一つのタイヤから次のタイヤまで一貫しており、ランダムな寄与がない場合だけで
ある。この仮定が真実であれば、その後の成形ファクターを求めるプロセスの結果はほと
んど意味をなさない。
【０００８】
　下記文献にはさらに別の改良方法が記載されている。
【特許文献３】日本国特許出願JP-6-182903号公報
【特許文献４】米国特許第6,514，441号明細書
【０００９】
　これらの特許でも上記とほぼ同じ方法で成形ファクター波形と加硫ファクター波形とを
求めるが、これらの方法では硬化前のＲＲＯの寄与度の近似値を硬化後のＲＦＶに加えて
いる。上記の２つの方法は硬化前のＲＲＯの測定方法が少し違っている。特許文献４（日
本国特許出願JP-6-182903号公報）に開示の方法ではＲＲＯエフェクトを最適化するが、
特許文献５（米国特許第6,514，441号明細書）ではＲＲＯ波形に一定のスティフネス－計
数逓減率を適用してＲＦＶエフェクト度を推定し、有効ＲＦＶを見積っている。しかし、
両方の方法とも硬化後のＲＦＶを最適化するのに、上記方法と同じく、それぞれの波形を
重ねる（overlapping）または多重化（superpositioning）する方法に頼っている。
【００１０】
　上記の方法の全てに共通な最も大きな欠点は各波形を重ねる（overlapping）または多
重化（superpositioning）することである。ＲＦＶの不均一性への車両応答性は低位のハ
ーモニック（高調波、harmonics）、例えば1次～5次のハーモニックの方がより重要であ
るということはタイヤ工業界では周知のことである。上記の方法は全てのハーモニックを
含む複合波形（composite waveforms）を使用しているので、これらの方法は車両が最も
敏感になるＲＦＶのハーモニックを最適化するのに失敗している。それに加えて、複合波
形を使用していた均一性を最適化する方法では多くの場合、重要な低位のハーモニックの
寄与度を増加させる硬化後のＲＦＶを生じさせることがある。その場合には、正しい最適
化がされなかったときにタイヤは車両振動問題の原因となる。
　従って、特定のハーモニックを最適化でき、しかも、上記のタイヤ形成ファクターやタ
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イヤ加硫ファクターのエフェクト度を求める必要がない方法があれば、均一性が大幅に改
良したタイヤを製造することができる。
【００１１】
　下記文献にもRFVの不均一性を解決するための類似の方法が記載されている。
【特許文献５】米国特許第6,856,929号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　上記背景から、本発明は製造される各タイヤの硬化前のラジアルランアウト（ＲＲＯ）
を効果的に減らすことができるタイヤ製造方法を提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明方法ではＲＲＯの各高調波をそれぞれ最適化する。上記のような複合ＲＲＯ信号
はタイヤ周りの各角度位置でのタイヤのラジアルランアウトの変化（バリエーション）を
示すスカラー量である。この複合ＲＲＯ信号をそれぞれの高調波成分に分解すると、ＲＲ
Ｏの各高調波は極座標で硬化前のＲＲＯベクトルとして表わされる。このベクトルは各高
調波の距離の変化値（ピーク／ピーク間の変化値）に等しい大きさと、測定基準点と最大
ＲＲＯ点との間の角度差に等しい方位角とを有する。
【００１４】
　本発明はタイヤのラジアルランアウトのモデルを作るためのデータを集める段階と、タ
イヤのラジアルランアウトの少なくとも１つの高調波を抽出し、グリーンタイヤ・ラジア
ルランアウトへの寄与度に対応するベクトルの和としてのベクトル式を誘き、このベクト
ル式から一組のベクトル係数を決定し、所定レベルのグリーンタイヤ・ラジアルランアウ
トでタイヤを造り、上記ベクトル式およびベクトル係数をその後に造るタイヤに適用する
ことから成るサブ段階とを有するタイヤのユニホーミティを改善するための方法を提供す
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　本発明方法では上記のタイヤのラジアルランアウトのモデルを作るためのデータを集め
る段階が以下から成る：
（1ａ）カーカス成形ドラムの識別記号を記録し、
（1ｂ）タイヤカーカスを造り、
（1ｃ）成形ドラム上に載せる時のカーカスの角度を記録し、
（1ｄ）タイヤカーカスを膨張させ、カーカスのラジアルランアウト値を測定し、
（1ｅ）タイヤ頂部成形ドラムの識別記号を記録し、
（1ｆ）タイヤ頂部成形ドラム上に載せるタイヤ頂部の角度を記録し、
（1ｇ）タイヤ頂部を造り、
（1ｈ）タイヤ頂部のラジアルランアウト値を測定し、
（1ｉ）移送リングの識別記号を記録し、
（1ｊ）タイヤ頂部成形ドラムからタイヤ頂部を膨張したタイヤカーカス上へ移し、
（1ｋ）移送リングに対するカーカスの角度を記録し、
（1ｌ）グリーンタイヤ・ラジアルランアウト値を測定する。
【００１６】
　本発明方法は所定プロセスで作られるタイヤのための硬化前に測定するＲＲＯに寄与す
る複数のファクタのベクトル表現を用いることによって従来方法を大きく改良するもので
ある。この硬化前ＲＲＯベクトルは各ベクトルがタイヤ組立て階段で生じるＲＲＯ寄与度
－「タイヤルーム効果ベクトル」を表すベクトル和としてモデル化される。本発明方法が
一連のタイヤで、この種の測定値をタイヤ成形工程の一つまたは複数の段階で硬化前ラジ
アルランアウト（ＲＲＯ）として求め、タイヤ成形ツールおよび製品での取付け角度を測
定値として求める。
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【００１７】
　本発明はタイヤルーム効果（tire room effect）を推定するのに、測定した複合ＲＲＯ
波形を処理する上記方法に頼ることはなく、また、上記の仮説に頼ることもない。本発明
方法は上記の測定データを単一の解析階段で入力として使用する。すなわち、サブベクト
ルの全ての係数が同時に決定される。これらの係数が分れば、タイヤルーム効果ベクトル
は簡単に計算される。要約すると、本発明方法の最初の階段はカーカスラジアルランアウ
ト、タイヤ頂部ラジアルランアウトおよびグリーンタイヤ・ラジアルランアウトを含むデ
ータを集めてタイヤのラジアルランアウトの少なくとも一つの高調波をモデル化し、グリ
ーンタイヤ・ラジアルランアウトに対する寄与物(contributors)に対応するベクトル和と
してベクトル式を導き、そのベクトル式から一組のベクトル係数を決定し、集めたデータ
をこれらか造る将来のタイヤに適用してラジアルランアウトを最小にするか、逆に意図的
に円から外れたタイヤを成形する。
【００１８】
　本発明方法はサブベクトルを同時に決定することによって得られる追加の効果を有する
。すなわち、従来法とは違って、本発明方法はサブベクトルを決定するために取付け角度
位置を正確に増加させる必要がない。それによって、連続生産運転中に得られた測定デー
タを使用してサブベクトル係数をアップデートすることができるようになる。従って、本
発明方法は大量生産運転時に生じる生産変数の変更に対応することができる。
【００１９】
　本発明のタイヤのユニホーミティを改善するためのタイヤ製造方法の実施例を示す添付
図面を参照した以下の説明から本発明はよりよく理解できよう。しかし、本発明が下記実
施例に限定されるものではない。
【００２０】
　以下、本発明の典型的な実施例を詳細に説明する。図面にはそうした実施例のいくつか
が示されている。しかし、以下に示す実施例は本発明を説明するためのもので、本発明が
これらに限定されるものではない。一つの実施例で説明した特徴は他の実施例にも適用で
きる。また、全てまたは複数の実施例に共通な要素には同様な参照番号を使用した。
【００２１】
　最近の空気タイヤは一般に大きな注意力と精度で製造されている。タイヤ設計者のゴー
ルは周方向および横方向の両方の不均一性がないタイヤに仕上げることである。そうした
設計者の意志にもかかわらず、タイヤ製造プロセスの多くのステップで不均一性の原因が
入り込む。完全円でない（ラジアルランアウト、ＲＲＯ）タイヤは明らかに不均一なタイ
ヤである。不均一性の他のタイプはラジアルフォースバリエーション（ＲＦＶ）である。
自由回転するハブに取り付けたタイヤが平らな表面上を走行したときに一定距離だけラン
アウトすることを考えてみてほしい。平らな表面上に働く一定のラジアルフォースはタイ
ヤ設計値の関数であり、公知の種々の手段で測定することができる。
【００２２】
　このラジアルフォースの平均値はタイヤに加わる荷重に等しい。しかし、タイヤが走行
するとタイヤの内部幾何学形状の変化でタイヤのラジアルスティフネスが局部的に変化す
るため、上記ラジアルフォースは僅かに変化する。この変化はグリーンタイヤの製造時に
使用する継手部品の取付け状態の変動へ不正確な配置といったグリーンタイヤに起因する
ものがある。タイヤの硬化プロセスでも硬化プレスや硬化中の製品のすべり等に起因して
別のファクターがさらに入る。
【００２３】
　［図1］はタイヤ製造プロセスを単純化して示したものである。タイヤカーカス10は成
形ドラム15上で作られる。単一製造プロセスの場合にはカーカス10はドラム15上に残る。
２段階製造プロセスの場合にはカーカス10がドラム15から外され、第2ステージのドラム
（図示せず）上で仕上げの処理が行なわれる。いずれの場合も、カーカス10は膨張され、
仕上げられたトレッドバンド20が取付けられてグリーンタイヤ30が作られる。本発明の一
実施例ではグリーンタイヤ30のＲＲＯが測定装置70で測定される。基準点としては（バー
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コード３５が使用される。ＲＲＯ波形はコンピュータ80に格納される。グリーン・タイヤ
３０を硬化室へ移動する。タイヤの位置決め基準点角度ＣＡＶ＿ＲＥＦを記録する。次に
、タイヤを硬化キャビティ４０へ装墳し、硬化処理する。硬化処理をされたタイヤ３０≡
は均一性測定機械５０へ送られてタイヤのＲＦＶが測定され、記録される。
【００２４】
　［図２］のＡはグリーンタイヤ３０で測定されたＲＲＯの概念図である。横座標はタイ
ヤの周方向角度を示し、縦座標はラジアル・ランアウトの変化値を表す。［図２］のＡは
生の測定信号であり、複合波形(composite waveform)とよばれる。この複合波形は無限な
一連のハーモニック（高調波）から成る。複合波形をフーリエ分解することで個々のハー
モニックが得られる。
【００２５】
　［図２］のＢおよびＣは上記複合波形の第１ハーモニックと第２ハーモニックとをそれ
ぞれ抜き出して描いたものである。ラジアル・ランアウトの第１ハーモニックの大きさＦ
ＲＭｌは最大値と最小値との間の差として定義される。第１ハーモニックの位相角または
方位角ＦＲＡｌは測定のための基準位置と放射方向最大距離位置と間の角度差として定義
される。［図２］のＢの直角座標の正弦波は右に示す極座標系では一つのベクトルで表わ
される。［図２］のＣでも正弦波プロットの右側に同じく極座標プロットでベクトルを示
してある。第１ハーモニックＦＲＨｌのＲＲＯベクトルの長さはＦＲＭｌに等しくかつ方
位角ＦＲＡｌに等しい角度だけ回転している。同様に、［図２］のＣの第２ハーモニック
ベクトルＦＲＨ２の大きさはＦＲＭ２で、方位角はＦＲＡ２である。Ｈ２ベクトルの対応
極座標プロットはＨ１ベクトルに似ているが、角座標は方位角が２倍である。
【００２６】
　以下の実施例では、第１ハーモニックＨｌを最適化する特殊な実施例を説明するが、そ
の他のハーモニック、例えばＨ２、Ｈ３を最適化する場合も本発明の範囲内である。また
、以下の実施例ではラジアルランアウトを最適化する場合を説明する。
【００２７】
　［図３］は最適化をしなかったときのグリーンタイヤ・ラジアルランアウトの第１高調
波に対する寄与度を示すベクトル極座標プロット線である。これらは各種の工具ベクトル
（tolling vectors)、製品ベクトル（product vector)、インターセプトベクトル（inter
cept vectors)および可変ベクトル（variable magnitude vectors)を含む。工具ベクトル
は工具ベクトルは第1段階の成形ドラムベクトル(ii)、第2段階の成形ドラムベクトル(iii
)と、タイヤ頂部成形ドラムベクトル（iv）と、移送リングベクトル（v）とである。成形
ドラムはタイヤ成形時にカーカスおよびタイヤ頂部を保持し、移送リングはタイヤ頂部を
タイヤカーカス上に載せるときにそれを保持する。製品ベクトルはベルトプライベクトル
（viとびvii）、キャップベクトル（viii）およびトレッドベクトル（ix）である。ベル
トプライは保護スチールベルトである、キャップはベルトプライ上を覆うナイロンカバー
であり、トレッドはタイヤと地面との間に来る層である。グリーンタイヤ・ラジアルラン
アウトは他の成分とのベクトル和である。残りの未確認のファクタをインターセプトベク
トル(i) IIとしてまとめる。全てのファクタが分っている場合にはインターセプトベクト
ルIIは存在しない。本明細書では未確認効果はこのインターセプトベクトルIIとして計算
に入れる。本発明の一つのユニークな点は、工具ベクトルと製品ベクトルとを用いること
によって硬化後のユニホーミティを最適化することができることにある。ベクトル空間で
これらの効果を扱うことができるのは各高調波を抽出できた時だけである。
【００２８】
　グリーンタイヤＲＲＯ（xii）の測定はタイヤの成形が完了し、グリーンタイヤを成形
ドラム15から取出す前に行うのが好ましい。［図３］～［図５］にはカーカスゲインベク
トル（x）およびタイヤ頂部ゲインベクトル（xi）も示してある。好ましい方法では測定
ドラムはタイヤ成形ドラム15である（一段製造機械では単一のドラム、二段階製造機械で
は仕上げドラム）。このグリーンタイヤＲＲＯの測定をオフラインで専用測定器具を用い
て行うこともできる。いずれにせよ、測定ドラムのラジアルランアウトを用いることでグ
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リーンＲＲＯベクトルに誤りの貢献度（false contribution）を導入できる。このグリー
ンタイヤＲＲＯを測定した結果は、真のタイヤのランアウトとＲＲＯの測定に使用したド
ラムのランアウトとの和である。しかし、タイヤの硬化後のＲＦＶに影響を与えるのはグ
リーンタイヤＲＲＯだけである。
【００２９】
　［図４］は最適化ステップの概念図を示す。この図ではベクトル（iv）～（ix）が一つ
のユニットとして変数ベクトルに対して回転されている。この最適でグリーンタイヤ・ラ
ジアルランアウトが大きく減っていることは直ちに明らかである。最適化を実行するステ
ップは以下で説明する。
【００３０】
　［図５］はタイヤ頂部のラジアルランアウトベクトルをグリーンタイヤのラジアルラン
アウトベクトルの測定値とカーカスのラジアルランアウトベクトルの測定値との差として
示したベクトルプロット線である。この計算方法を用いることでタイヤ頂部のラジアルラ
ンアウトベクトルを直接測定したことと同じになり、タイヤ頂部の測定が不要になる。
【００３１】
　［図６］は最適化を加えなかったときのグリーンタイヤ・ラジアルランアウトの第１高
調波に対する寄与度のグループ化を示すベクトル極座標プロット線図である。参照番号xi
iiは定数ベクトルiv～ixと可変ベクトルxiの結果として得られるベクトル和である。参照
番号xivは定数ベクトルi～iiiと可変ベクトルxのベクトル和である。参照番号xiiは［図
３］と同じグリーンタイヤ・ラジアルランアウトである。
【００３２】
　［図７］は最適化した後のグリーンタイヤ・ラジアルランアウトの第１高調波に対する
寄与度のグループ化を示すベクトル極座標プロット線図である。参照番号xiiiは定数ベク
トルiv～ixと可変ベクトルxiの結果として得られるベクトル和である。参照番号xivは定
数ベクトルI～iiiと可変ベクトルxのベクトル和である。参照番号xiiは［図４］と同じ最
適化されたグリーンタイヤ・ラジアルランアウトである。
【００３４】
　ベクトル空間を用いて図示した上記のグラフ表示を次に下記式（1）を用いて改めて説
明する。各用語は［図３］の実施例に示したベクトルを表す。本発明方法には［図３］に
記載していない追加の効果や本明細書に明記のない追加の効果を加えることができ、それ
らも本発明の範囲内であるということは明らかである。
【００３５】
　ＦＲＨｌ＝（ＦＲＨ１ｃｒ効果ベクトル）＋（ＦＲＨ１ｓｒ効果ベクトル）＋（第１段
階成形ドラムＲＲＯベクトル）＋（第２段階成形ドラムＲＲＯベクトル）＋（タイヤ頂部
成形ドラムＲＲＯベクトル）＋（移送リングＲＲＯベクトル）＋（ベルト１プライＲＲＯ
ベクトル）＋（ベルト２プライＲＲＯベクトル）＋（キャップＲＲＯベクトル）＋（トレ
ッドＲＲＯベクトル）　　　　（1）
【００３６】
　上記の式はラジアルランアウトの第1高調波のモデル化に適用されるが、FRH2～FRH5の
ような他の高調波にも適用できる。
【００３７】
　本発明方法の最初の第段階は上記モデル化式を作るためのデータを集める段階である。
グリーンＲＲＯおよびエフェクトベクトルは測定された数量である。ゲインベクトル、製
品ベクトル、工具ベクトルおよびインターセプトベクトルを推定する必要がある。これは
ベクトル回転および回帰分析でできる。
【００３８】
　まず最初に、アクセス可能なタイヤ上の基準点，例えばタイヤカーカスまたは製品ジョ
イントに付けたバーコードのような基準点を全体プロセスで識別に利用することにする。
以下に記載する本発明の特定な一つの実施例では測定ドラム自体のラジアルランアウトの
改善をする。このエフェクトはタイヤ成形ドラム15を測定ドラムとして使用する場合には



(9) JP 4979588 B2 2012.7.18

10

20

30

40

重要なエフェクトになる。測定ドラム上へのタイヤカーカスの装填角を記録する。この特
定実施例ではカーカス10が単一機械の第1ステップか二段プロセス機械の第２ステップに
装填したときの装填角を測定する。ベクトル係数に対するドラムランアウト測定のエフェ
クトを正確に見積もるためには、所定タイヤサンプル内で広いタイヤ装填角度を確保する
のが有利である。
【００３９】
　次に、タイヤを仕上ステージの成形ドラム15上に載置し、回転して、測定装置70を用い
て仕上げられたグリーンタイヤ30のＲＲＯを測定する。あるいは、仕上げられたグリーン
タイヤを測定装置から外し、外へ移動してＲＲＯを測定することもできる。このＲＲＯの
測定はモデル化されないエフェクトをランダム化するために多重のタイヤで繰り返す。Ｒ
ＲＯの測定値を得る装置70は多数公知であり、例えばビジョンシステムまたはレーザを使
用した非接触システムがある。接線イメージングをベースにしたラジアルランアウトの測
定システムがラジアルイメージングを使用したものより好ましいことが分かっている。こ
うして得られたＲＲＯデータはコンピュータ80に記録する。
【００４０】
　適当なタイヤサンプルでこれらのデータを得た後にＲＲＯ波形から調和（ハーモニック
）データを抽出する。本発明ではグリーンラジアルランアウトＧＲｌ（大きさＦＲＭｌ、
方位角ＦＲＡｌ）、カーカスランアウト（大きさＦＲＭｌｃｒ、方位角ＦＲＡｌｃｒ）お
よびタイヤ頂部ランアウト（大きさＦＲＭｌｓｒ、方位角ＦＲＡｌｓｒ）の第１高調波デ
ータをそれぞれ抽出し、保存する。具体的用語は下記［表１］に示す。
【００４１】

【表１】

【００４２】
　式（1）を製作現場環境へ直ぐに容易に適用できるようにするためには式（１）を解く
デジタルコンピュータを使用するのが有利である。そのためには上記ベクトル式をデカル
ト座標の一組の算術式に変える必要がある。デカルト座標では各ベクトルまたはサブベク
トルは下記の例に示すようにx-成分とy-成分とを有する
【００４３】
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【００４４】
　従属ベクトル（ＦＲＨｌｒｘ、ＦＲＨｌｒｙ）は下記式のベクトル和である。
【００４５】

【００４６】
　これらの式を標準的三角関数単位（trigonometric identitues）で展開すると下記が得
られる：
【００４７】

【００４８】
　展開した式を単純化し、極座標からデカルト座標に変え、下記の単位を代入する：
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【００４９】

【００５０】
　式（3）および（4）の展開式にこれら単位を入れると下記になる：
【００５１】

【００５２】
　上記の式（20）および（21）は直ちにマトリックスの形式に書き換えることができ、上
記の係数ベクトル（a,b）（c,d）（e,f）（g,h）（i,j）（k,I）（m,n）（o,p）（q,r）
、（I1X,I1Y）が分れば、そのマトリックス式からモデル化式が得られ、そのモデル化式
を用いて個々のタイヤのVRHlベクトルが推定できる。他のプロセス要素を含めたり、異な
る生産機構を考慮に入れるようにこの基礎的な式を変形することができる。これらの係数
ベクトルは上記マトリックス式を解くための公知の種々の数学的方法によって得ることが
できる。
【００５３】
　製作現場でリアルタイムで使用でき、係数のアップデートを容易にするためには、各係
数を最小二乗法回帰推定法によって同時に決定することで本発明方法はより簡単に実行で
きる。すなわち、全ての成形ドラムおよび製品のための全ての係数を単一の回帰ステップ
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で解くことができる。最後にベクトル係数を将来作るタイヤ用データベースとして保存す
る。上記係数は以下のように物理的な意味を有している：（a,b）はカーカスラジアルラ
ンアウト（グリーンタイヤフォールスラウンド、すなわち、グリーンタイヤラジアルラン
アウト）１mm 当たりのGTFRのmmの単位を有するカーカスゲインベクトル、（c,d）は頂部
ランアウト１mm 当たりのGTFRのmmの単位を有するタイヤ頂部ゲインベクトル、（e,f）は
GTFRのmmの単位を有する第１ステップの成形ドラムベクトル、（g,h）はGTFRのmmの単位
を有する第２ステップの成形ドラムベクトルドラムベクトル、（i,j）はGTFRのmmの単位
を有するタイヤ頂部成形ドラムベクトル、（k,l）はGTFRのmmの単位を有する移送リング
ベクトル、（m,n）はGTFRのmmの単位を有するベルトプライベクトル、（o,p）はGfF1R の
mm の単位を有するキャップベクトル、（q，r）はGTFRのmmの単位を有するトレッドベク
トル、（Ix, Iy)はGTFRのmm の単位を有するインターセプトベクトルIlである。
【００５４】
　上記の式は一つの第1段階成形ドラム、一つの第２段階成形ドラム、一つの頂部成形ド
ラム等のためのものである。製品ファクタおよび工具ファクタはネスト（入れ子）ファク
ターである。すなわち、実際のプロセスは多数の成形ドラムと多数の製品を含むが、各タ
イヤはその一つだけと会うということを意味する。従って、完全な式は各成形ドラムおよ
び各製品のためのベクトルを含むことができる。
【００５５】
　最終ステップでは［図４］に示す概念図に従って個々のタイヤを製作する時に上記モデ
ルを適用してそのＲＲＯを最適化する。次のタイヤを製作するときに定数ベクトルを回転
してグリーンタイヤＲＲＯを最小にする。この回転は可変係数（a,b）（c,d）と組合せた
時に全てのエフェクト（効果）の推定ベクトル和が最小となるように計算する。［図３］
および[図４］に示すように、ベクトル４～９をグループにして回転して、得られるグリ
ーンＲＲＯを大幅に小さくする。あるいは、グリーンタイヤラジアルランアウトのゼロレ
ベルに最適化するようにタイヤ製造ステップを変えることもできる。プロセスのこの位置
ではタイヤ頂部は既に造られており、カーカス上への位置決めを待っている移送リング上
にある。これは数学的には［図４］の定数ベクトルiv、v、vi、vii、viii、ixおよび可変
ベクトルxiを一つの合力ベクトルに結合することを意味する。これは［図６］および[図
７］で参照記号xiiiで示されている。カーカスも既に造られており、第２ステップの成形
ドラムで膨張されている。これは数学的には定数ベクトルi、ii、iiiおよび可変ベクトル
xを一つの合力ベクトルに結合することを意味する。これは［図６］および[図７］で参照
記号xivで示されている。ここで、第１の合力を第２の合力とは反対側に回転させる。こ
の回転は移送リングの下で第２ステップの成形ドラムを回転させてiv、v、vi、vii、viii
、ixおよびxiの合力をi、ii、iiiおよびxの合力とは反対側に位置決め（effect position
ing）することによって達成される。各タイヤ成形ドラムは識別番号を有し、各タイヤに
は単一の同定番号、例えばバーコードが付けられている。これらの識別番号をトレースす
ることによって個々のタイヤに対して記録された情報を検索して後の階段で組合せて利用
できる。タイヤ成形が完了した時点でグリーンＲＲＯを測定し、そのハーモニックの大き
さFRMlおよび方位角FRAlを、成形ドラム上または測定ドラム上のタイヤの取付け角度と一
緒に記録する。測定および記録されたタイヤ情報（FRMl、FRAl、成形ドラム識別番号、取
付け角度）を見つけるためのデータベースの調査を容易にするために、リーダーで単一バ
ーコードを読み取ってタイヤを識別する。可変の効果はタイヤ毎に変わるので固定ベクト
ルの回転もタイヤ毎に変える。
【００５６】
　本発明のさらに他の利点およびユニークな特徴は、各個体タイヤで測定したデータで複
雑な製造プロセスに関連する変動を考慮に入れて予測係数ベクトルをアップデートできる
能力にある。グリーンＲＲＯを連続的に測定するので、本発明モデルは新しい生産データ
と一緒に定期的な間隔でアップデートでき、プロセス変化に対する推算式を調節すること
ができる。このアップデートは既存のデータに追加するか、元のデータと交換する予測係
数ベクトルの新しい独立したセットを計算するのに用いることができる。
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【００５７】
　本発明は、上記のタイヤ製造方法に適用可能な種々の変形、改良を含み、それらは特許
請求の範囲の均等範囲であるということを理解しなければならない。
【図面の簡単な説明】
【００５８】
【図１】本発明方法を実施することができるタイヤ製造プロセスの概念図。
【図２】2A～２Cは当初の複合波形といくつかのハーモニック成分とを示すタイヤのラジ
アルランアウトの概念図。
【図３】グリーンタイヤのラジアルランアウトおよび得られるラジアルランアウトに対す
る各種寄与物を示すベクトルの極指標プロット線図。
【図４】最適化の後のグリーンタイヤ・ラジアルランアウトおよび得られるラジアルラン
アウトに対する各種の寄与物を示すベクトルの極座標プロット線図。
【図５】グリーンタイヤラジアルランアウトベクトルおよびカーカスラジアルランアウト
ベクトルの差として予測したタイヤ頂部のラジアルランアウトベクトルを示すベクトルの
極座標プロット線図。
【図６】ベクトル寄与物の２つのグループ化と得られるラジアルランアウトとを示すベク
トルの極座標プロット線図。
【図７】最適化の後のベクトル寄与物の２つのグループ化と得られるラジアルランアウト
とを示すベクトルの極座標プロット線図。

【図１】 【図２】
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【図５】
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